
矢 野 目 西 地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 特 別 会 計



 



１　総　括

歳　入 （単位：千円）

 1 事 業 収 入 87,527 87,527 0

 2 繰 越 金 100 100 0

87,627 87,627 0

一、　歳入歳出予算事項別明細書

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計
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歳　出

款

 1 土 地 区 画 整 理 事 業 費 8,582 8,582 0

 2 諸 支 出 金 78,545 78,545 0

 3 予 備 費 500 500 0

87,627 87,627 0歳 出 合 計

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較
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（単位：千円）

8,582

78,545

500

87,127 500

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２　歳入

 1款 事業収入

 1項 土地区画整理事業収入

節   

目

 1 保留地処分金 87,527 87,527 0  1 保留地処分 87,527

金

計 87,527 87,527 0

 2款 繰越金

 1項 繰越金

 1 繰越金 100 100 0  1 前年度繰越 100

金

計 100 100 0

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額
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（単位：千円）

  

　 　<充当先>  1  1  1  矢野目西地区土地区画整理事業 2,998

        　　　 1  1  1  職員の給与等に要する経費（土地１．１．１） 5,584

　　　 　　　  2  1  1  一般会計繰出に要する経費 78,545

100

説 明

（ 1款） 事業収入 （ 1項） 土地区画整理事業収入
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３　歳出

 1款 土地区画整理事業費

 1項 土地区画整理事業費

目

 1 土地区画整 8,582 8,582 0 8,582

理事業費

計 8,582 8,582 0 8,582

 2款 諸支出金

 1項 繰出金

 1 一般会計繰 78,545 78,545 0 78,545

出金

計 78,545 78,545 0 78,545

 3款 予備費

 1項 予備費

 1 予備費 500 500 0 500

計 500 500 0 500

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

-185-



(単位：千円)

節       

 2 給料 3,029 　　矢野目西地区土地区画整理事業 2,998

 3 職員手当等 1,588 　　職員の給与等に要する経費（土地１．１．１） 5,584

 4 共済費 967

 8 旅費 69

10 需用費 962

11 役務費 5

12 委託料 1,951

13 使用料及び 11

賃借料

27 繰出金 78,545 　　一般会計繰出に要する経費 78,545

予備費 500 　　予備費 500

区 分 金 額
説 明

（ 1款）土地区画整理事業費 （ 1項）土地区画整理事業費
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１.　一　般　職

(1)総　　括

 ア　会計年度任用職員以外の職員

職員数

(人) 給　料 職員手当 計

(0)

1

(0)

1

(0)

0

※（　）内は短時間勤務職員で外書き

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

地域手当 管理職手当

本年度 0 336 81 0 0 0 0

前年度 0 336 70 0 98 0 0

比　較 0 0 11 0 △ 98 0 0

区　分
管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手　　当

災害派遣
手　　当

本年度 0 636 535 0 0 0

前年度 0 628 527 0 0 0

比　較 0 8 8 0 0 0

 イ　会計年度任用職員

職員数

(人) 報酬 期末手当 計

(0)

0

(0)

0

(0)

0

※（　）内は短時間勤務職員で外書き

二、　給　与　費　明　細　書

比　較 0 0 0 0 0

前年度 0 0 0 0 0

本年度 0 0 0 0 0

(単位：千円)

区　分
給　　与　　費

共済費 合　計 備　考

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

3,026 5,6864,685

給　　与　　費
共済費 合　計

△ 102

備　考

3,029 4,617 5,584

1,659 1,001

1,588 967

(単位：千円)

区　分

本年度

前年度

比　較 3 △ 71 △ 68 △ 34
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額 説　　　明

3 給与改定に伴う 0

増減分

昇給に伴う増加 0

分 　　　　

その他の増減分 3 人事異動等に伴う 職員数の異動状況

増分 現に在 (計)

職する

職員数

本年度 1 人 0 人 0 人

前年度 1 人 0 人 0 人

増　減 0 人 0 人 0 人

職員手当 △ 71 制度改正に伴う 0

増減分

その他の増減分 △ 71 人事異動等に伴う

増減分

(その他)

区　　分 増減事由別内訳

給　　料

（単位：千円）

備　　　　　　　考
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(3) 給料及び職員手当の状況

ア　職員1人当たり給与

※対象者が１名であるため、個人情報保護の観点から非公開としている

イ　初　任　給

平均給与月額(円)

平 均 年 齢 ( 歳 )

令和８年１ 月１ 日現 在○

行政職（行一）(円)

行政職（行一）(円)

200,300 200,300高　校　卒

令和７年１ 月１ 日現 在○

平 均 年 齢 ( 歳 )

行政職（行一）

国　　の　　制　　度

区　　　分

-

-

-

平均給料月額(円)

区　　　　　　　　　　　　分

平均給与月額(円)

平均給料月額(円)

-

-

大　学　卒

-

232,000 232,000
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ウ　級別職員数

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

1

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

100

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

1

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

100

※（　）内は短時間勤務職員で外書き

(級別の基準となる職務)

7　級

行政職（行一）

職　員　数　(人)
(0)

1

構　成　比　(％)
(0)

100

3　級 4　級 5　級 6　級1　級 2　級

職　員　数　(人)
(0)

1

構　成　比　(％)
(0)

100

合計

係　　長
主　　査

課長補佐・主幹
課　　　長
副　参　事

部　　長
参　　事

級○

行政職（行一） 主　事・技　師

　区　　分
6級

区　　分

7級4級 5級1級 2級 3級

令和７年1月1日
　　　現　　在

令和８年1月1日
　　　現　　在

行政職（行一）
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エ　昇　給

　比　　　　　　　　　　 　　率　(B)/(A)　(%)(0)

　比　　　　　　　　　　 　　率　(B)/(A)　(%)

※対象者が１名であるため、個人情報保護の観点から非公開としている

オ　期末手当・勤勉手当

※（　）内は再任用職員の標準的な支給率

支　給　期　別　支　給　率

(1.225)

支給率計
(月分)

(2.450)
4.650
(2.400)
4.600
(2.450)

2.325
(1.200)
2.300
(1.225)

有

有

有
2.325 4.650

行政職（行一）

1

-

1

2.325
(1.200)

-

6月(月分) 12月(月分)

前　年　度

　職　　　　　員　　　　　数　　  　(A)　(人)

　昇  給  に  係  る  職  員  数    (B)  (人)

区　　分

 6号給(人)

 8号給(人)

(1.225) (1.225)

　号　給　数　別　内　訳○

 2号給(人)

　職　　　　　員　　　　　数　　  　(A)　(人)

　昇  給  に  係  る  職  員  数    (B)  (人)

 2号給(人)

　号　給　数　別　内　訳

本　年　度

 6号給(人)

 8号給(人)

 4号給(人)

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

2.325

区　　　　　　　　　　　　分

 4号給(人)

国 の 制 度

備　　考
職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

2.300
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

加算措置等

(2%～20%加算）

キ　その他の手当

区　　　　　分

支　 給　 率　 等

その他の

47.709 47.709

47.709

25年勤続の者
(月分)

定年前早期
退職特例措置

35年勤続の者
(月分)

一部異なる

一部異なる

33.27075

差　　　異　　　の　　　内　　　容

市内在住の場合、手当の額は1.5倍（上限あり）

国の制度との異同

同　　　じ

2,000円～35,700円(国の制度2,000円～38,700円)

上限とした割合加算)

47.70933.27075

通　勤　手　当

区　　　　　分

扶　養　手　当

住　居　手　当

20年勤続の者
(月分)

24.586875

24.586875国の制度(支給率等)

定年前早期
退職特例措置
(定年前1年につき3%を

最高限度
(月分)
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